
1

児健診131件、ひま

・

わ 件、3歳児健診10

第

6件、ひまわ 件、3歳

2

児健診132件、ひま

係

わ
り相談室15件 り相

4

談室20件 り相談室2

1

5件
育児相談及び幼児

2

健康診査時 育児相談及び幼児健康診査時 栄養相談（幼児健康診査時含
の栄養相談　243人 の栄養相談　224人 む）　265人

　あかちゃん訪問利用率はほぼ横ばいであるが、助産師等の訪問指導により母親の育児不安の軽減を図るとともに、継続

成果
支援につなげることができた。里帰り等で他市に依頼し訪問を受けた数は46件あり、里帰り中からの不安軽減が図られた

と思われる。その他の事業としては、発達相談や栄養相談・育児相談・母乳相談等を必要に応じ実施し、継続して支援す

ることができた。

　あかちゃん訪問に関しては、里帰り中に他市で利用したケース等を積極的に把握することに努めるとともに、より早期

にあかちゃんや母親の状態に応じた利用勧奨をしていく。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 あかちゃん訪問利用率（％） 89.9 91.2 93.1 90.0 90.0
指標

 
指標

　あかちゃん訪問の担当スタッフについては、他市では保健師、助産師、看護師、保育士等が配置されてい
他市との るが、当市ではすべてのあかちゃん訪問に助産師が出向いている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９

Ｄ

年度 ３０年度 ２９年度

　

（決算） （決算） （決

　

算） （予算） 事業費内

　

訳

事業費　① 17,2

Ｏ

98 16,705 16

　

,299 19,159

　

合計 16,299,1

∧

12 円
報償費 5,7

　

21,080 円

財
　

　

源

特定財源 4,648

実

4,554 5,648

　

6,492 需用費 42

　

1,336 円
役務費

施

88,000 円

一般

　

財源 12,650 12

　

,151 10,651

∨

12,667 委託料 10,068,696 円

職員人件費　② 20,996 31,808 25,900 23,710

総事業費（①＋②） 38,294 48,513 42,199 42,869

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

健康づくり
施策体系

施

成

策の内容 母子保健の推

２

進

目
　
　
　
的

　母親の

９

育児不安等の解消を図

年

り、子どもが

主
た
る
内

度

容

○発達相談として、

評

子育てに困難を抱えて

価

い
健やかに生まれ育つ

）

環境づくりを推進する

刈

。 　る家庭に対し、心

谷

理判定員による個別相

市

談
　を行う。
○あかち

事

ゃん訪問として、安心

務

して育児がで
　きるよ

事

う新生児、乳児、産婦

業

の自宅を訪問
　して、

評

保護者の多様な相談に

価

応じる。
○育児、生活

シ

面での不安について、

ー

栄養士、
　保育士等が

ト

健康教育や相談に応じ

（

る。

位
置
づ
け

関連計画

様

健康日本21かりや計

式

画、刈谷市子ども・子

１

育て支援事業計画

根拠

）

法令 母子保健法

対象者

会

市民（乳幼児及びその

計

保護者） 事業期間 平成

名

２１年度 ～

実施方法 ■

担

直営　■委託　□指定

当

管理　□補助・助成　

部

□その他

次世代育成部

一般

Ｂ
　
事
　

会

業
　
実
　
績

２７年度実

計

績 ２８年度実績 ２９年

育

度実績 ３０年度計画

あ

児

かちゃん訪問利用　1

健

,537件あかちゃん

康

訪問利用　1,506

支

件あかちゃん訪問利用

援

　1,439件あかち

事

ゃん訪問、発達相談、

業

（産婦数1,523件

担

） （産婦数1,479

当

人） （産婦数1,41

課

5人） 栄養相談、乳幼

子

児健康診査、
発達相談

育

　1歳6か月児健診1

て

46発達相談　1歳6

支

か月児健診120発達

援

相談　1歳6か月児健

課

診135育児相談等に

款

おいて必要に応
件、チ

項

ューリップ相談室79

目

件､件、チューリップ

担

相談室85件､件、チ

当

ューリップ相談室74

係

件､じ実施する。
2歳

母

・2歳6か月児健康相

子

談108 2歳・2歳6

保

か月児健康相談104

健

2歳・2歳6か月児健

第

康相談105
件、3歳



・第2係

4 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

　母子保健法に規定さ

成

れている。核家族の増

３

加等社会の変
・法的業

０

務
高い

化により、妊娠

年

から育児期における不

度

安や孤立及び虐待予
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

平

会需要 防の視点から切

成

れ目のない支援が必要

２

とされる。
・市民生活

９

上必要である　など

　

年

対象者が限定されるも

度

のについては、計画的

評

に実施して
・コストの

価

節減、費用対効果
普通

）

いる。
効率性 ・執行体

刈

制の効率性
・手段の最

谷

適性　など

　母子保健

市

法に知識の普及と保健

事

指導について規定され

務

て
・市が主体となって

事

実施する
高い

いる。総

業

合計画においては、健

評

康づくりの実施事業と

価

して
妥当性 　べき事業

シ

であるか 掲げられてい

ー

る。
・総合計画との整

ト

合性　など

　育児不安

（

等の解消を図り、子ど

様

もが健やかに生まれ育

式

つ

施策への ・施策への

２

貢献度
高い

環境づくり

）

に貢献している。あか

会

ちゃん訪問については

計

、
・目標達成度 目標達

名

成している。
貢献度 ・

担

市民サービスへの効果

当

　など

今後の方向性 □

部

拡充　□現状維持　■

次

改善・効率化　□縮小

世

　□終期設定　□休止

代

・廃止

　あかちゃん訪

育

問の実績については年

成

々増加しているが、全

部

戸訪問には至っておら

一

ず、できるだけ多くの

般

家庭を訪問
して支援に

会

つなげるためには、医

計

療機関等の関係部署と

育

の連携を密に行うこと

児

及び切れ目のない支援

健

の体制を構築す
ること

康

が必要とされる。

支援事業

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

担

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

当

評
　
価
　
∨

課 子育て支援課

款 項 目 担当係 母子保健第1



当

　　　　　　160件

係

　　

　妊娠届出時、必

母

ず妊婦または家族と面

子

接し、妊婦に合わせた

保

子育て支援情報の提供

健

をし、また妊娠期・子

第

育て期の相談

成果
窓口

2

の周知ができた。

　乳

係

幼児健康診査のアンケ

4

ートにある「育てにく

1

さを感じた時に、相談

2

先を知っている人の割合」を指標とし、事業の推

進を図る。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 育てにくさを感じた時に、相談先を知っている人の 69.8 79.6 76.4 80.0 85.0
指標 割合（％）

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 824 20 981 合計 19,986 円
需用費 19,986 円

財
　
源

特定財源 0 550 12 652

一般財源 0 274 8 329

職員人件費　② 0 21,257 15,587 18,017

総事業費（①＋②） 0 22,081 15,607 18,998

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金
（国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 福祉安全

平

基本施策 健康づくり
施

成

策体系
施策の内容 母子

２

保健の推進

目
　
　
　
的

９

　妊娠期から子育て期

年

にわたる様々なニーズ

度

主
た
る
内
容

○妊娠期か

評

ら子育て期にわたる多

価

様な育児相
に対し、総

）

合的相談支援を提供し

刈

、切れ目の 　談等に対

谷

応する。また、乳幼児

市

健康診査等
ない支援体

事

制を整備する。 　の結

務

果により支援が必要な

事

ケースに対し、
　電話

業

等で支援を行う。
○若

評

年妊婦に対して、定期

価

的な家庭訪問等で
　支

シ

援を行う。
○必要に応

ー

じて支援計画を立案し

ト

、関係部署
　と連携す

（

るとともに、担当保健

様

師等の継続
　的な支援

式

に繋げる。

位
置
づ
け

関

１

連計画 子ども・子育て

）

支援事業計画

根拠法令

会

母子保健法、児童福祉

計

法、まち・ひと・しご

名

と創生法、子ども・子

担

育て支援法

対象者 妊産

当

婦及び乳幼児を持つ保

部

護者等 事業期間 平成２

次

８年度 ～

実施方法 ■直

世

営　□委託　□指定管

代

理　□補助・助成　□

育

その他

成部

一般会計
妊娠

Ｂ
　
事
　
業

・

　
実
　
績

２７年度実績

出

２８年度実績 ２９年度

産

実績 ３０年度計画

　 妊

・

娠・子育て応援室来所

子

者数 妊娠・子育て応援

育

室来所者数 妊娠・子育

て

て応援室来所者数
　 　

包

　　　　　　　　延べ

括

118人　　　　　　

支

　　　延べ384人　

援

　　　　　　　　延べ

事

400人
　 面接相談　

業

615件 面接相談　 

担

 958件 面接相談 

当

 1,000件
　 電話

課

相談　528件 電話相

子

談　1,564件 電話

育

相談  1,600件

て

　　　―――――――

支

若年妊婦支援計画立案

援

数　 若年妊婦支援計画

課

立案数　 若年妊婦支援

款

計画立案数
　　　　　

項

　　　　　　171件

目

　　　　　　　　　　

担

　156件　　　　　



係 母子保健第2係

4 1 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評

平

価の理由

　母子保健法

成

や子ども・子育て支援

３

法等に規定されている

０

・法的業務
高い

事業で

年

ある。核家族の増加に

度

より、妊娠期から子育

（

て期に
必要性 ・市民ニ

平

ーズ、社会需要 おける

成

不安の軽減や虐待予防

２

の視点から切れ目のな

９

い支援
・市民生活上必

年

要である　など が必要

度

とされる。

　支援を必

評

要とする人を、妊娠届

価

出時に把握をし、対象

）

者
・コストの節減、費

刈

用対効果
普通

に応じた

谷

支援方法を考えている

市

。
効率性 ・執行体制の

事

効率性
・手段の最適性

務

　など

　子ども・子育

事

て支援法に規定されて

業

いる。
・市が主体とな

評

って実施する
高い妥当

価

性 　べき事業であるか

シ

・総合計画との整合性

ー

　など

　育児不安等の

ト

解消を図り、子どもが

（

健やかに生まれ育つ

施

様

策への ・施策への貢献

式

度
高い

環境づくりに貢

２

献している。
・目標達

）

成度
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など

今

計

後の方向性 □拡充　□

名

現状維持　■改善・効

担

率化　□縮小　□終期

当

設定　□休止・廃止

 

部

「妊娠・子育て応援室

次

」に来所される乳幼児

世

及び保護者は少しずつ

代

増えている。相談しや

育

すい環境を整えるとと

成

もに
関係部署・医療機

部

関等との連携体制を構

一

築し、妊娠中から子育

般

てまで切れ目のない支

会

援を行い、市民サービ

計

スの向上
を図っていく

妊

。

娠・出

Ｃ
 
　
Ｈ

産

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

・

　
∧
　
評
　
価
　
∨

子育て包括支援事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当



4

 小び風しん予防接種

1

費用の一部
1,374

4

人 ﾋﾌﾞ6,622人 小児用肺ﾋﾌﾞ6,474人 小児用肺炎球菌6,児用肺炎球菌6,210人 水痘3,1助成を実施する。
炎球菌6,628人 水痘4,037人大487人 水痘3,217人 B型肝炎2,03人 B型肝炎4,687人　子宮頸
人の風しん抗体検査109人　 757人 大人の風しん抗体検査1がん予防12人 大人の風しん抗
風しん184人 05人 風しん186人 ﾛﾀｳｲﾙｽ2,72体検査89人 風しん160人 ﾛﾀｳｲ

0人 ﾙｽ2,620人
・予防接種を実施することにより、感染症を予防することができた。

成果
・乳幼児期に実施する予防接種については、95％前後の接種率となっている。

ＤＴ2期の接種率が83.7％であり、接種率を向上させる必要がある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 定期予防接種延人数（人） 35,377 37,427 38,081 38,200 38,200
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 405,912 423,790 430,582

Ｄ

465,184 合計 4

　

30,581,538

　

 円
旅費 13,170

　

 円

財
　
源

特定財源 3

Ｏ

39 371 4,413

　

1,805 需用費 1,

　

643,300 円
役

∧

務費 1,935,91

　

2 円

一般財源 405

　

,573 423,41

実

9 426,169 46

　

3,379 委託料 40

　

8,396,715 

施

円
負担金、補助及び

職

　

員人件費　② 22,9

　

55 14,927 20

∨

,239 21,917 交付金 12,243,478 円
扶助費 6,348,963 円

総事業費（①＋②） 428,867 438,717 450,821 487,101

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 予防接種事故対策費補助金（
県）

３１年度以降の事業費見込 0 風しんワクチン接種事業費補
助金（県）

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

０

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

年

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

度

要

総合計画
分野 福祉安

（

全

基本施策 健康づくり

平

施策体系
施策の内容 予

成

防接種と感染症対策

目

２

　
　
　
的

　乳幼児、児

９

童及び生徒の健康保持

年

のため、

主
た
る
内
容

○

度

ＢＣＧ、4種混合、Ｍ

評

Ｒ、日本脳炎、ヒブ等

価

予防接種を実施するこ

）

とにより、各種疾病の

刈

　の予防接種を実施す

谷

る。
予防を図る。 ○大

市

人の風しん抗体検査費

事

用の一部助成と風
　し

務

ん予防接種費用の一部

事

助成を行う。
○ロタウ

業

イルス予防接種費用の

評

一部助成を行
　う。

位

価

置
づ
け

関連計画  

根拠

シ

法令 予防接種法

対象者

ー

市民（20歳未満） 事

ト

業期間 ～

実施方法 □直

（

営　■委託　□指定管

様

理　□補助・助成　□

式

その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業

次

　
実
　
績

２７年度実績

世

２８年度実績 ２９年度

代

実績 ３０年度計画

不活

育

化ﾎﾟﾘｵ119人 

成

BCG1,675人 

部

不活化ﾎﾟﾘｵ67人

一

 BCG1,603人

般

  不活化ﾎﾟﾘｵ2

会

9人 BCG1,56

計

3人 予防接種法に定

予

められた定期
4種混合

防

6,647人 DPT

接

3人 DT2期4種混

種

合6,502人 DT

事

1期2人 DT24種

業

混合6,231人 D

担

T2期1,128人予

当

防接種を実施するとと

課

もに
1,254人 日

子

本脳炎1期4,304

育

人 期1,191人 

て

日本脳炎1期4,35

支

5  日本脳炎1期4,

援

353人 1期特例ロ

課

タウイルス予防接種費

款

用、
1期特例317人

項

 2期781人 MR

目

1期人 1期特例23

担

4人 2期1,541

当

人 177人 2期1

係

,302人 MR1期

母

1,612大人の風し

子

ん抗体検査費用及
1,

保

616人 2期 MR1

健

期1,621人 2期

第

1,376人    

2

人 2期1,450人

係

 ﾋﾌﾞ6,224人



1 4

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　予防接種

平

法で定められた事業で

成

あり、感染症の発症及

３

び
・法的業務

高い
蔓延

０

を防ぐために必要不可

年

欠である。
必要性 ・市

度

民ニーズ、社会需要
・

（

市民生活上必要である

平

　など

　接種を受けや

成

すいように、医療機関

２

個別接種方式で実施
・

９

コストの節減、費用対

年

効果
普通

している。
効

度

率性 ・執行体制の効率

評

性
・手段の最適性　な

価

ど

　予防接種法上、市

）

が実施主体と定められ

刈

ている。
・市が主体と

谷

なって実施する
高い妥

市

当性 　べき事業である

事

か
・総合計画との整合

務

性　など

　市民の健康

事

保持のために貢献して

業

いる。

施策への ・施策

評

への貢献度
高い・目標

価

達成度
貢献度 ・市民サ

シ

ービスへの効果　など

ー

今後の方向性 □拡充　

ト

■現状維持　□改善・

（

効率化　□縮小　□終

様

期設定　□休止・廃止

式２）

会

Ｃ
 
　
Ｈ
 

計

　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　

名

∧
　
評
　
価
　
∨

担当部 次世代育成部

一般会計
予防接種事業

担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 母子保健第2係

4



目

員の獲得を行い会員数

担

が増加した。市民に認

当

知され地域に根ざした

係

活動が行われていると

子

評価することができる

育

。

　他市での事故を受

て

け、平成23年度末に

支

厚生労働省より援助会

援

員の講習強化について

係

指針が示された中で、

3

本市において

も年３回

2

実施する講習会を強化

2

し、より安全に援助活動できる体制を整備することが課題である。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 ファミリー・サポート・センター会員数（人） 3,165 3,341 3,517 3,600 3,700
指標
活動 活動件数（件） 7,326 8,200 8,029 8,100 8,300
指標

　　　　　　　　　　　　碧南市　　安城市　　西尾市　　知立市　　刈谷市
他市との H29.3.31現在会員数（人） 　238　　 　729　　 　927　 　　673　 　3,341  
比較検証 H28年度活動件数（件）　  1,718 　  3,030　 　1,856　   2,081　　 8,200　

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 10,560 10,593 12,032 12,413 合計 12,032,054 円
賃金 9,322,131 円

財
　
源

特定財源 7,070 7,062 8,022 8,274 報償費 147,000 円
旅費 16,680 円

一般財源 3,490 3,531 4,010 4,139 需用費 228,992 

Ｄ

円
役務費 2,169,

　

478 円

職員人件費

　

　② 1,183 1,3

　

29 1,396 1,9

Ｏ

50 使用料及び賃借料

　

93,773 円
負担

　

金、補助及び

総事業費

∧

（①＋②） 11,74

　

3 11,922 13,

　

428 14,363 交

実

付金 54,000 円

　

建
設
事
業

全体事業費（

　

単位：千円） 0 ２９年

施

度特定財源名称

２９年

　

度までの累積事業費 0

　

子ども・子育て支援交

∨

付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 地域におけ

９

る子育て支援

目
　
　
　

年

的

　育児の援助を行い

度

たい人と育児の援助を

評

受

主
た
る
内
容

　ファミ

価

リー・サポート・セン

）

ター業務専任
けたい人

刈

を組織化し、相互援助

谷

活動を行うこ の臨時職

市

員をアドバイザーとし

事

て雇用し、会
とで、仕

務

事と育児を両立できる

事

環境を整備す 員の登録

業

、援助の資質向上のた

評

めの講習会、
るととも

価

に、地域の子育て支援

シ

を行い、もっ 子育ての

ー

輪をつくるための交流

ト

会の開催及び
て労働者

（

の福祉の増進及び児童

様

の福祉の向上 会報誌の

式

発行等センターの運営

１

を行う。
を図る。

位
置

）

づ
け

関連計画 刈谷市子

会

ども・子育て支援事業

計

計画

根拠法令 児童福祉

名

法、子ども・子育て支

担

援法、かりやしファミ

当

リー・サポート・セン

部

ター会則、実施要領

対

次

象者 会員 事業期間 平成

世

１２年度 ～

実施方法 ■

代

直営　□委託　□指定

育

管理　□補助・助成　

成

□その他

部

一般会計
ファミ

Ｂ
　
事
　

リ

業
　
実
　
績

２７年度実

ー

績 ２８年度実績 ２９年

サ

度実績 ３０年度計画

フ

ポ

ァミリー・サポート・

ー

セン ファミリー・サポ

ト

ート・セン ファミリー

セ

・サポート・セン ファ

ン

ミリー・サポート・セ

タ

ン
ターの運営 ターの運

ー

営 ターの運営 ターの運

運

営
・援助会員養成講座

営

開催　3回・援助会員

事

養成講座開催　3回・

業

援助会員養成講座開催

担

　3回・援助会員養成

当

講座開催　3回
・依頼

課

会員随時受付 ・依頼会

子

員随時受付 ・依頼会員

育

随時受付 ・依頼会員随

て

時受付

　年３回広報誌

支

において援助会員の募

援

集を行い、ファミリー

課

･サポート・センター

款

の相互援助活動を周知

項

するとともに、

成果
会



担当係 子育て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価

平

評価の理由

　児童福祉

成

法及び子ども・子育て

３

支援法に基づく子育て

０

援
・法的業務

高い
助活

年

動支援事業であり、共

度

働き家庭が増えている

（

中で、仕
必要性 ・市民

平

ニーズ、社会需要 事と

成

育児を両立できる環境

２

を整備することは、市

９

民ニーズ
・市民生活上

年

必要である　など に適

度

合している。

　基本的

評

な人件費は、ファミリ

価

ー・サポート・センタ

）

ー事
・コストの節減、

刈

費用対効果
高い

務所に

谷

常駐する臨時職員のア

市

ドバイザーへの賃金の

事

みで、
効率性 ・執行体

務

制の効率性 援助活動に

事

係る報酬については、

業

会員同士の遣り取りに

評

よ
・手段の最適性　な

価

ど り公費負担はないの

シ

で、効率的である。

　

ー

子育て支援策として各

ト

種計画に整合するとと

（

もに、事業
・市が主体

様

となって実施する
普通

式

の必要性が高いことか

２

ら、市が主体となって

）

実施すべきも
妥当性 　

会

べき事業であるか ので

計

あるが、実施方法につ

名

いては、委託といった

担

ことも考
・総合計画と

当

の整合性　など えられ

部

る。

　地域の人材を活

次

用した子育て支援の仕

世

組みであり、貢献

施策

代

への ・施策への貢献度

育

高い
度は非常に高い。

成

・目標達成度
貢献度 ・

部

市民サービスへの効果

一

　など

今後の方向性 ■

般

拡充　□現状維持　□

会

改善・効率化　□縮小

計

　□終期設定　□休止

フ

・廃止

　今後において

ァ

も、ますます共働き家

ミ

庭やひとり親家庭の増

リ

加が見込まれ、仕事と

ー

子育てを両立できる環

サ

境整備は重
要となり、

ポ

地域に潜在する子育て

ー

力を活用した援助会員

ト

の養成及び依頼会員の

セ

募集に努めていくこと

ン

により、事業の
持続、

タ

拡充を図る。

ー運営事

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　

業

Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　

担

価
　
∨

当課 子育て支援課

款 項 目



育

支援事業等を円滑に利

て

用できる支援を実施し

支

た。 用できる支援を実

援

施した。 用できる支援

係

を実施した。 用できる

3

支援を実施する。

　子

2

育てコンシェルジュ配

2

置施設を初年度39か所から44か所に増やし、子育てに身近な施設で子育てコンシェルジュに相

成果
談できる体制を整えた。

　また、子育てコンシェルジュ研修を10回開催することにより子育てコンシェルジュの資質向上を図った。

　子育てコンシェルジュの知名度を上げるとともに更なる資質の向上を図り、市民の利便性を上げることが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 相談対応件数（件） 774 883 995 1,000 1,050
指標
活動 配置施設数（箇所） 39 42 44 44 44
指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,701 5,073 5,512 5,740 合計 5,511,512 円
賃金 959,100 円

財
　
源

特定財源 3,132 3,382 3,674 3,828 報償費 66,000 円
需用費 49,812 円

一般財源 1,569 1,691 1,838 1,912 委託料 4,436,600 円

職員人件費　② 5,688 5,666 4,575 5,382

総事業費（①＋②） 10,389 10,73

Ｄ

9 10,087 11,

　

122

建
設
事
業

全体事

　

業費（単位：千円） 0

　

２９年度特定財源名称

Ｏ

２９年度までの累積事

　

業費 0 子ども・子育て

　

支援交付金（
国）

３１

∧

年度以降の事業費見込

　

0 地域子ども・子育て

　

支援事業
費補助金（県

実

）

　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

９

援

目
　
　
　
的

　多様な

年

教育・保育施設や地域

度

の子育て支援

主
た
る
内

評

容

　子育て支援センタ

価

ー等、子どもやその保

）

護
事業等を円滑に利用

刈

することができるよう

谷

必 者の身近な場所に専

市

門職員を配置し、幼稚

事

園
要な支援を行うこと

務

で、一人ひとりの子ど

事

も や保育園、地域子育

業

て支援事業等の情報提

評

供
が健やかに成長でき

価

る地域社会の実現に寄

シ

与 や必要に応じた相談

ー

・助言、及び関係機関

ト

と
する。 の連絡調整を

（

行う。
　また、幼稚園

様

、保育園、子育て広場

式

、児童
館及び子ども相

１

談センター等に従事す

）

る職員
も専門職員とと

会

もに利用者の支援を行

計

い、各
施設の連携を強

名

化する。

位
置
づ
け

関連

担

計画 刈谷市子ども・子

当

育て支援事業計画

根拠

部

法令 子ども・子育て支

次

援法、刈谷市子育てコ

世

ンシェルジュ事業実施

代

要領

対象者 市民 事業期

育

間 平成２７年度 ～

実施

成

方法 ■直営　■委託　

部

□指定管理　□補助・

一

助成　□その他

般会計
子育てコン

Ｂ

シ

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

ェ

年度実績 ２８年度実績

ル

２９年度実績 ３０年度

ジ

計画

子育てコンシェル

ュ

ジュを配置 子育てコン

事

シェルジュを配置 子育

業

てコンシェルジュを配

担

置 子育てコンシェルジ

当

ュを配置
し、子どもや

課

その保護者が多 し、子

子

どもやその保護者が多

育

し、子どもやその保護

て

者が多 し、子どもやそ

支

の保護者が多
様な教育

援

・保育施設や地域の 様

課

な教育・保育施設や地

款

域の 様な教育・保育施

項

設や地域の 様な教育・

目

保育施設や地域の
子育

担

て支援事業等を円滑に

当

利 子育て支援事業等を

係

円滑に利 子育て支援事

子

業等を円滑に利 子育て



て支援係

3 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

平

　子ども・子育て支援

成

法に基づく事業であり

３

、市民が多様
・法的業

０

務
高い

な子育て支援サ

年

ービスを効果的・効率

度

的に享受できるよう
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

平

会需要 にするため必要

成

な事業である。
・市民

２

生活上必要である　な

９

ど

　拠点施設だけでな

年

く、多岐にわたる子育

度

て支援関係施設
・コス

評

トの節減、費用対効果

価

高い
に本来の職務に兼

）

務する形で子育てコン

刈

シェルジュを配置
効率

谷

性 ・執行体制の効率性

市

することにより、市民

事

が身近に相談できる体

務

制を整えてい
・手段の

事

最適性　など ることか

業

ら効率的な実施である

評

といえる。

　行政、地

価

域、民間事業者の子育

シ

て支援サービスを総合

ー

的
・市が主体となって

ト

実施する
高い

に紹介、

（

コーディネートする事

様

業の趣旨から行政が主

式

体と
妥当性 　べき事業

２

であるか なって実施す

）

べき事業である。
・総

会

合計画との整合性　な

計

ど

　あらゆる子育て支

名

援施策と連携し、各施

担

策の効率的な実

施策へ

当

の ・施策への貢献度
高

部

い
施と事業の周知を兼

次

ねていることから貢献

世

度が高いといえ
・目標

代

達成度 る。
貢献度 ・市

育

民サービスへの効果　

成

など

今後の方向性 ■拡

部

充　□現状維持　□改

一

善・効率化　□縮小　

般

□終期設定　□休止・

会

廃止

　今後も市民が相

計

談しやすい体制整備に

子

努め、子育てコンシェ

育

ルジュの知名度を上げ

て

るとともに、更なる資

コ

質の向上
を図る。

ンシェル

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ

ジ

 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧
　

ュ

評
　
価
　
∨

事業
担当課 子育て支援課

款 項 目 担当係 子育



第

回ずつ
3歳児健診　1

1

,548人 3歳児健診

・

　1,506人 3歳児

第

健診　1,502人 　

2

実施。　　　　　
育児

係

相談　1,020人 育

4

児相談　877人 育児

1

相談　720人 ・育児

2

相談は毎月1回、母乳相
訪問　447人 訪問　980人 訪問　907人 　談を毎週、健康相談、家庭
離乳食講習会　310人 離乳食講習会　341人 離乳食講習会　333人 　訪問は希望者及び要支援者
母乳相談　154人 母乳相談　157人 母乳相談　129人 　に対して実施。

　乳幼児健康診査については99.5％の受診率となった。

成果
　受診予定日に、連絡なしに来所されなかった場合の電話連絡や、次回日程のご案内をすることで未把握の未受診者が減

り受診率の向上を図ることができた。また、他関係部署と連携の後、夜間訪問等を実施し、受診に繋げることができた。

　乳幼児健康診査の対象月を過ぎて転入した児の場合、健診が未受診のケースがあるため、受診状況の確認を確実にして

いく必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 4か月児健康診査受診率（％） 99.1 100 100 100 100
指標
成果 3歳児健康診査受診率（％） 98.5 99.3 99.0 99.0 99.0
指標

安城市　4か月健康診査受診率　99.1％　　　3歳児健康診査受診率　98.3％　 （平成28年度）
他市との 知立市  4か月健康診査受診率　97.4％　　　3歳児健康診査受診率　98.2％   （平成28年度）
比較検証

Ｄ
　
　
　
Ｏ

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス

　

　
ト

単位：千円
２７年

　

度 ２８年度 ２９年度 ３

∧

０年度 ２９年度

（決算

　

） （決算） （決算） （

　

予算） 事業費内訳

事業

実

費　① 207,531

　

204,996 198

　

,815 224,78

施

6 合計 198,814

　

,696 円
需用費 3

　

,711,007 円

∨

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 1,057,555 円
委託料 187,124,292 円

一般財源 207,531 204,996 198,815 224,786 扶助費 6,921,842 円

職員人件費　② 30,476 24,774 23,419 22,775

総事業費（①＋②） 238,007 229,770 222,234 247,561

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

年

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

度

事
　
業
　
概
　
要

総合計

（

画
分野 福祉安全

基本施

平

策 健康づくり
施策体系

成

施策の内容 母子保健の

２

推進

目
　
　
　
的

　将来

９

を担う子どもたちとそ

年

の母親の健全な

主
た
る

度

内
容

○母性、乳児、幼

評

児の健康の保持増進を

価

図る 
育成を目指すた

）

め母子保健事業を推進

刈

する。 　ために、妊娠

谷

期から育児期にかけて

市

健康診
　査をはじめ、

事

知識の普及、保健指導

務

、訪問
　指導等を実施

事

する。
○集団での4か

業

月児健康診査をはじめ

評

とする乳
　幼児健康診

価

査、医療機関委託によ

シ

る妊産婦
　乳児健康診

ー

査などを実施し、必要

ト

に応じ育
　児相談や家

（

庭訪問等により支援す

様

る。

位
置
づ
け

関連計画

式

健康日本21かりや計

１

画、刈谷市子ども・子

）

育て支援事業計画

根拠

会

法令 母子保健法

対象者

計

市民（妊産婦、乳幼児

名

および保護者） 事業期

担

間 ～

実施方法 ■直営　

当

■委託　□指定管理　

部

□補助・助成　□その

次

他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実

計

　
績

２７年度実績 ２８

母

年度実績 ２９年度実績

子

３０年度計画

妊婦健康

健

診査　22,219件

康

妊婦健康診査　21,

診

805件 妊婦健康診査

査

　20,939件 ・妊

等

産婦・乳児健康診査は

事

、
産婦健康診査　1,

業

428件 産婦健康診査

担

　1,415件 産婦健

当

康診査　1,320件

課

　受診票を交付し、医

子

療機関
乳児健康診査　

育

2,719件 乳児健康

て

診査　2,674件 乳

支

児健康診査　2,57

援

3件 　委託にて実施。

課

　　
4か月児健診　1

款

,662人 4か月児健

項

診　1,623人 4か

目

月児健診　1,520

担

人 ・乳幼児健診は対象

当

者に案内
1歳6か月児

係

健診　1,601人 1

母

歳6か月児健診　1,

子

623人 1歳6か月児

保

健診　1,551人 　

健

文を送付し、毎月各3



健

動は、
園児1,359

第

人、保護者891人 園

1

児1,404人、保護

係

者835人 園児1,4

4

08人、保護者835

1

人 　年間37園で実施

2

予定。

　各健診ともに受診率向上に努めており、それに伴い3歳児歯科健康診査時のむし歯のない児の割合が高い数値で維持し

成果
ている。

　妊産婦歯科健康診査は妊産婦だけではなく、子どもの歯科相談・指導にも応じている。親子で共に歯科口腔衛生を心が

けるきっかけとなるように、より妊産婦歯科健診の受診率向上を図りたい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 3歳児歯科健康診査時のむし歯のない児の率（％） 89.5 90.4 90.8 90.9 91.0
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 25,949 26,346 26,042 30,926 合計 26,041,757 円
需用費 787,286 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 24,988,321 円
使用料及び賃借料 266,150 円

一般財源 25,949 26,346 26,042 30,926

職員人件費　② 5,171 4,767 4,730 4,368

総事業費（①＋②） 31,120 31,113 30,772 35,294

建
設
事
業

全体事業費（単

Ｄ

位：千円） 0 ２９年度

　

特定財源名称

２９年度

　

までの累積事業費 0

３

　

１年度以降の事業費見

Ｏ

込 0

　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

０

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

平

康づくり
施策体系

施策

成

の内容 母子保健の推進

２

目
　
　
　
的

　将来を担

９

う子どもたちと、その

年

母親の健全

主
た
る
内
容

度

○妊産婦、1歳6か月

評

児、2歳児、2歳6か

価

月児、
な歯科保健意識

）

の向上を図るとともに

刈

、口腔 　3歳児を対象

谷

にした歯科健康診査、

市

口腔衛生
の保護育成を

事

目指し、歯の健康づく

務

りを推進 　に関する衛

事

生教育等の実施。
する

業

。

位
置
づ
け

関連計画 健

評

康日本21かりや計画

価

根拠法令 母子保健法

対

シ

象者 市民（妊産婦、乳

ー

幼児及びその保護者）

ト

事業期間 ～

実施方法 ■

（

直営　■委託　□指定

様

管理　□補助・助成　

式

□その他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　

次

業
　
実
　
績

２７年度実

世

績 ２８年度実績 ２９年

代

度実績 ３０年度計画

妊

育

婦歯科健診　749人

成

妊婦歯科健診　756

部

人 妊婦歯科健診　71

一

9人 ・妊産婦歯科健康

般

診査は、受
産婦歯科健

会

診　672人 産婦歯科

計

健診　724人 産婦歯

母

科健診　709人 　診

子

券を交付し、医療機関

歯

委
1歳6か月児健診　

科

1,601人 1歳6か

健

月児健診　1,623

康

人 1歳6か月児健診　

診

1,551人 　託にて

査

実施。
2歳児歯科健診

事

　1,284人 2歳児

業

歯科健診　1,300

担

人 2歳児歯科健診　1

当

,288人 ・幼児の健

課

康診査については
2歳

子

6か月児　1,194

育

人 2歳6か月児　1,

て

212人 2歳6か月児

支

　1,164人 　対象

援

者に案内文を送付し、

課

3歳児健診　1,54

款

8人 3歳児健診　1,

項

504人 3歳児健診　

目

1,502人 　毎月各

担

3回ずつ実施。　
よい

当

子の歯みがき運動　3

係

3回 よい子の歯みがき

母

運動　33回 よい子の

子

歯みがき運動　35回

保

・よい子の歯みがき運



第

し市10万円
比較検証

2係

4 1 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 13,925 12,228 11,448 16,652 合計 11,448,000 円
扶助費 11,448,000 円

財
　
源

特定財源 1,792 1,513 1,454 1,800

一般財源 12,133 10,715 9,994 14,852

職員人件費　② 2,350 2,423 4,730 3,978

総事業費（①＋②） 16,275 14,651 16,178 20,630

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 一般不妊治療費助成事業費補
助金（県）

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

０

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 健康

平

づくり
施策体系

施策の

成

内容 母子保健の推進

目

２

　
　
　
的

　子どもを欲

９

して不妊検査及び不妊

年

治療を受

主
た
る
内
容

〇

度

助成の対象
けている夫

評

婦に対し、その費用を

価

助成するこ 　不妊検査

）

、一般不妊治療及び人

刈

工授精
とにより、経済

谷

的な負担の軽減を図る

市

。 〇対象者
　市内在住

事

の婚姻関係にある夫婦

務

〇助成額
　不妊検査、

事

一般不妊治療及び人工

業

授精に要
　した費用の

評

うちの自己負担額の2

価

分の1で10
　万円を

シ

限度とする。

位
置
づ
け

ー

関連計画  

根拠法令 刈

ト

谷市不妊治療等助成金

（

支給要綱

対象者 市民（

様

婚姻関係にある夫婦）

式

事業期間 平成１８年度

１

～

実施方法 ■直営　□

）

委託　□指定管理　□

会

補助・助成　□その他

計名 担当部 次世代育

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

成

績

２７年度実績 ２８年

部

度実績 ２９年度実績 ３

一

０年度計画

・助成件数

般

　333件 ・助成件数

会

　306件 ・助成件数

計

　296件 ・助成件数

不

　362件見込み
・助

妊

成金額　13,925

治

,000円 ・助成金額

療

　12,228,00

費

0円 ・助成金額  1

助

1,448,000円

成

・助成金額  16,

事

652,000円

　申

業

請者への経済的負担軽

担

減を図ることができた

当

。21.3％が妊娠し

課

ている。

成果

　より多

子

くの夫婦が治療を受け

育

られるよう、さらに周

て

知に努める必要がある

支

。

課題

指標名称（単位

援

）
実績値 目標値

２７年

課

度 ２８年度 ２９年度 ３

款

０年度 ３２年度

活動 不

項

妊治療費助成件数（件

目

） 333 306 296

担

362 362
指標

 
指

当

標
　助成金額（1件あ

係

たり上限額）
他市との

母

　碧南市上限なし、高

子

浜市・知立市・安城市

保

・西尾市各5万円、豊

健

田市4.5万円、みよ



健

必要がある。

　
課題

指

第

標名称（単位）
実績値

1

目標値

２７年度 ２８年

係

度 ２９年度 ３０年度 ３

4

２年度

成果 産後ホーム

1

ヘルパー利用者数（人

2

） 42 31 29 40 45
指標

 
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 1,458 994 1,513 1,713 合計 1,512,665 円
委託料 1,512,665 円

財
　
源

特定財源 568 471 498 471

一般財源 890 523 1,015 1,242

職員人件費　② 4,857 3,595 3,567 3,549

総事業費（①＋②） 6,315 4,589 5,080 5,262

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 ホームヘルパー派遣手数料

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

０

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 健

平

康づくり
施策体系

施策

成

の内容 母子保健の推進

２

目
　
　
　
的

　産後の母

９

親の身体的、精神的負

年

担の軽減を

主
た
る
内
容

度

○産後における母親の

評

健康を守るため核家族

価

図る。 　世帯を対象に

）

ホームヘルパーを派遣

刈

し家事
　支援を行う。

谷

○刈谷市社会福祉協議

市

会へ委託し、産後2か

事

月
　の間で30日を限

務

度に1日1回3時間以

事

内のヘル
　パー派遣を

業

し、家事援助を行う。

評

位
置
づ
け

関連計画 男女

価

共同参画プラン

根拠法

シ

令 刈谷市産後ホームヘ

ー

ルパー派遣事業実施要

ト

綱

対象者 市民(産後2

（

か月以内の母親の家族

様

） 事業期間 平成１６年

式

度 ～

実施方法 □直営　

１

■委託　□指定管理　

）

□補助・助成　□その

会

他

計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実

育

　
績

２７年度実績 ２８

成

年度実績 ２９年度実績

部

３０年度計画

利用者　

一

42人 利用者　31人

般

利用者　29人 希望者

会

に対し、ヘルパーを派

計

平均利用日数　12.

産

9日 平均利用日数　1

後

1.9日 平均利用日数

ヘ

　15.2日 遣する。

ル

平均利用時間　22.

パ

6時間 平均利用時間　

ー

18.9時間 平均利用

派

時間　24.5時間

　

遣

利用申請者63人のち

事

、キャンセルした人は

業

20人で、キャンセル

担

の割合は31.7％で

当

あった（平成27年度

課

37.4％、平成28

子

年

成果
度23.8％）

育

。産婦自身の体調や家

て

族状況により利用率の

支

変動はあるが、申請の

援

際の説明を確実に行う

課

ことで、事業を本当

に

款

必要としている人が申

項

込みをするようになっ

目

た。

　また、要綱や様

担

式を改正し、事務効率

当

が良くなった。

　産後

係

うつの防止や産後の身

母

体の回復のため、支援

子

者のいない産婦に対し

保

て効果的な周知を図る



育

グラム「ノーバディズ

て

・パーフェクト（ＮＰ

支

）講座」などの開催に

援

より、単

なる親子の居

係

場所だけにとどまらな

3

い、充実した事業にす

2

ることができた。

　出

2

張子育て広場を積極的に開催するなど、施設を持たない「子育て広場」であることを活かした事業の推進をすること

が望ましい。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 すくすく広場利用者数（人） 5,312 4,882 3,617 4,900 5,000
指標
成果 すくすくパパ広場利用者数（人） 290 329 246 340 360
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 3,505 3,621 3,914 3,986 合計 3,914,060 円
需用費 20,000 円

財
　
源

特定財源 2,388 2,482 2,522 2,532 役務費 8,260 円
委託料 3,877,800 円

一般財源 1,117 1,139 1,392 1,454 負担金、補助及び
交付金 8,000 円

職員人件費　② 1,034 1,211 698 624

総事業費（①＋②） 4,539 4,832 4,612 4,610

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地

Ｄ

域子ども・子育て支援

　

事業
費補助金（県）

　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

９

援

目
　
　
　
的

　乳幼児

年

及び保護者が相互に交

度

流を行う場で

主
た
る
内

評

容

　親子で自由に遊ぶ

価

場所を提供しながら、

）

手
ある地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）を

谷

運 遊びや歌などのプロ

市

グラムを実施する。
営

事

することで、保護者の

務

子育てに対する不安 ○

事

すくすく広場
感の緩和

業

及び地域の子育て力の

評

充実を図る。 日時　毎

価

週月・火・木曜日　
　

シ

　　10時～16時
場

ー

所　小山託児ルーム(

ト

小山町4－50)
○す

（

くすくパパ広場
日時　

様

毎月第3土曜日
　　　

式

10時～16時
場所　

１

小山託児ルーム(小山

）

町4－50)

位
置
づ
け

会

関連計画 刈谷市子ども

計

・子育て支援事業計画

名

根拠法令 児童福祉法

対

担

象者 主に未就園児及び

当

その保護者 事業期間 平

部

成１２年度 ～

実施方法

次

□直営　■委託　□指

世

定管理　□補助・助成

代

　□その他

育成部

一般会計
す

Ｂ
　
事

く

　
業
　
実
　
績

２７年度

す

実績 ２８年度実績 ２９

く

年度実績 ３０年度計画

広

・地域子育て支援拠点

場

事業　 ・地域子育て支

運

援拠点事業　 ・地域子

営

育て支援拠点事業　 ・

委

地域子育て支援拠点事

託

業　
　（一般型）の実

事

施 　（一般型）の実施

業

　（一般型）の実施 　

担

（一般型）の実施
・出

当

張子育て広場の実施 ・

課

出張子育て広場の実施

子

・出張子育て広場の実

育

施 ・出張子育て広場の

て

実施
・ＮＰ講座の開催

支

・ＮＰ講座の開催 ・Ｎ

援

Ｐ講座の開催 ・ＮＰ講

課

座の開催

　開設時間中

款

の自由な時間に、未就

項

園児と保護者が気軽に

目

利用できる場所を提供

担

することができた。ま

当

た、幼稚園教諭を

成果

係

講師に迎えた「子育て

子

講座」や、親支援プロ



当係 子育て支

Ｃ
　

援

事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単

係

位：千円
２７年度 ２８

3

年度 ２９年度 ３０年度

2

２９年度

（決算） （決

2

算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 18,237 16,745 17,050 17,784 合計 17,050,407 円
報償費 111,500 円

財
　
源

特定財源 5,301 5,546 5,578 5,587 需用費 1,168,834 円
役務費 263,783 円

一般財源 12,936 11,199 11,472 12,197 委託料 15,444,306 円
使用料及び賃借料 56,984 円

職員人件費　② 971 1,876 1,008 1,014 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 19,208 18,621 18,058 18,798

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

９

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

子育て中の保護者の子

度

育てへの不安感緩和

主

評

た
る
内
容

　地域子育て

価

支援拠点事業（一般型

）

）実施施
を図り、安心

刈

して子育てできる環境

谷

を整備す 設として、乳

市

幼児及びその保護者が

事

相互の交
るとともに、

務

地域の子育て力の充実

事

を図る。 流を行う場所

業

を開設し、子育てにつ

評

いての相
談,情報の提

価

供、助言その他の援助

シ

を行う。
○場所　刈谷

ー

市半城土町西裏63－

ト

5
○休日　毎週日曜日

（

、年末年始

位
置
づ
け

関

様

連計画 刈谷市子ども・

式

子育て支援事業計画

根

１

拠法令 児童福祉法　刈

）

谷市子育て支援センタ

会

ー条例

対象者 主に未就

計

園児及びその保護者 事

名

業期間 平成１７年度 ～

担

実施方法 ■直営　■委

当

託　□指定管理　□補

部

助・助成　□その他

次世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

計

２７年度実績 ２８年度

南

実績 ２９年度実績 ３０

部

年度計画

南部子育て支

子

援センターの運 南部子

育

育て支援センターの運

て

南部子育て支援センタ

支

ーの運 南部子育て支援

援

センターの運
営 営 営 営

セ

　安心・安全な遊び場

ン

の提供、子育てについ

タ

ての情報発信、相談、

ー

子育て講座などを実施

運

することで、安心して

営

子育てで

成果
きる環境

事

の整備に努めた。

　利

業

用者のニーズに対応し

担

た各種子育て講座の見

当

直しが必要である。

課

課

題

指標名称（単位）
実

子

績値 目標値

２７年度 ２

育

８年度 ２９年度 ３０年

て

度 ３２年度

成果 来所者

支

数（人） 22,224

援

24,984 22,2

課

25 25,000 26

款

,000
指標

指標
 

他

項

市との
比較検証

目 担



当係 子育て支

Ｃ
　
事
　

援

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

係

千円
２７年度 ２８年度

3

２９年度 ３０年度 ２９

2

年度

（決算） （決算）

2

（決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 17,150 16,498 16,904 17,649 合計 16,903,784 円
報償費 110,000 円

財
　
源

特定財源 5,298 5,544 5,576 5,586 需用費 740,058 円
役務費 228,538 円

一般財源 11,852 10,954 11,328 12,063 委託料 15,010,424 円
使用料及び賃借料 809,764 円

職員人件費　② 971 1,876 1,008 1,014 負担金、補助及び
交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 18,121 18,374 17,912 18,663

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

９

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

子育て中の保護者の子

度

育てへの不安感緩和

主

評

た
る
内
容

　地域子育て

価

支援拠点事業（一般型

）

）実施施
を図り、安心

刈

して子育てできる環境

谷

を整備す 設として、乳

市

幼児及びその保護者が

事

相互の交
るとともに、

務

地域の子育て力の充実

事

を図る。 流を行う場所

業

を開設し、子育てにつ

評

いての相
談,情報の提

価

供、助言その他の援助

シ

を行う。
○場所　刈谷

ー

市今川町1-707
○

ト

休日　毎週日曜日、年

（

末年始

位
置
づ
け

関連計

様

画 刈谷市子ども・子育

式

て支援事業計画

根拠法

１

令 児童福祉法　刈谷市

）

子育て支援センター条

会

例

対象者 主に未就園児

計

及びその保護者 事業期

名

間 平成１９年度 ～

実施

担

方法 ■直営　■委託　

当

□指定管理　□補助・

部

助成　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

計

年度実績 ２８年度実績

北

２９年度実績 ３０年度

部

計画

北部子育て支援セ

子

ンターの運 北部子育て

育

支援センターの運 北部

て

子育て支援センターの

支

運 北部子育て支援セン

援

ターの運
営 営 営 営

　安

セ

心・安全な遊び場の提

ン

供、子育てについての

タ

情報発信、相談、子育

ー

て講座などを実施する

運

ことで、安心して子育

営

てで

成果
きる環境の整

事

備に努めた。

　利用者

業

のニーズに対応した各

担

種子育て講座の見直し

当

が必要である。

課題

指

課

標名称（単位）
実績値

子

目標値

２７年度 ２８年

育

度 ２９年度 ３０年度 ３

て

２年度

成果 来所者数（

支

人） 18,224 18

援

,101 18,695

課

19,000 20,0

款

00
指標

指標
 

他市と

項

の
比較検証

目 担



当

の情報発信、相談、子

係

育て講座などを実施す

子

ることで、安心して子

育

育てで

成果
きる環境の

て

整備に努めた。

　利用

支

者のニーズに対応した

援

各種子育て講座の見直

係

しが必要である。

課題

3

指標名称（単位）
実績

2

値 目標値

２７年度 ２８

2

年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

成果 来所者数（人） 86,014 92,240 88,480 90,000 92,000
指標

指標
 

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 6,623 7,284 7,829 8,997 合計 7,829,214 円
賃金 5,597,700 円

財
　
源

特定財源 4,416 5,544 5,220 5,600 報償費 872,500 円
旅費 15,150 円

一般財源 2,207 1,740 2,609 3,397 需用費 555,022 円
役務費 597,242 円

職員人件費　② 37,840 28,604 29,234 28,234 委託料 180,000 円
負担金、補助及び

総事業費（①＋②） 44,463 35,888 37,063 37,231 交付金 5,000 円
公課費 6,600 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

９

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

子育て中の保護者の子

度

育てへの不安感緩和

主

評

た
る
内
容

地域子育て支

価

援拠点事業（一般型）

）

実施施設
を図り、安心

刈

して子育てできる環境

谷

を整備す として、乳幼

市

児及びその保護者が相

事

互の交流
るとともに、

務

地域の子育て力の充実

事

を図る。 を行う場所を

業

開設し、子育てについ

評

ての相談,
情報の提供

価

、助言その他の援助を

シ

行う。
○場所　
　刈谷

ー

市若松町3-8-2(

ト

総合健康センター2F

（

)
○休日
　毎週日曜日

様

、年末年始

位
置
づ
け

関

式

連計画 刈谷市子ども・

１

子育て支援事業計画

根

）

拠法令 児童福祉法　子

会

ども・子育て支援法　

計

刈谷市子育て支援セン

名

ター条例

対象者 主に未

担

就園児及びその保護者

当

事業期間 平成２３年度

部

～

実施方法 ■直営　■

次

委託　□指定管理　□

世

補助・助成　□その他

代育成部

一般会計
中

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

央

績

２７年度実績 ２８年

子

度実績 ２９年度実績 ３

育

０年度計画

中央子育て

て

支援センターの運 中央

支

子育て支援センターの

援

運 中央子育て支援セン

セ

ターの運 中央子育て支

ン

援センターの運
営 営 営

タ

営
・子育て相談 ・子育

ー

て相談 ・子育て相談 ・

運

子育て相談
・各種教室

営

等の実施 ・各種教室等

事

の実施 ・各種教室等の

業

実施 ・各種教室等の実

担

施
・子育てサークル支

当

援 ・子育てサークル支

課

援 ・子育てサークル支

子

援 ・子育てサークル支

育

援
・子育て支援センタ

て

ーだより ・子育て支援

支

センターだより ・子育

援

て支援センターだより

課

・子育て支援センター

款

だより
　の発行 　の発

項

行 　の発行 　の発行

　

目

安心・安全な遊び場の

担

提供、子育てについて



育

者数（人） 7,492

て

8,610 6,864

支

7,500 8,000

援

指標

指標

他市との
比較

係

検証

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,584 2,690 2,974 3,082 合計 2,974,400 円
役務費 8,600 円

財
　
源

特定財源 2,388 2,482 2,522 2,532 委託料 2,957,800 円
負担金、補助及び

一般財源 196 208 452 550 交付金 8,000 円

職員人件費　② 642 821 698 624

総事業費（①＋②） 3,226 3,511 3,672 3,706

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

９

援

目
　
　
　
的

　乳幼児

年

及び保護者が相互に交

度

流を行う場で

主
た
る
内

評

容

　親子で自由に遊ぶ

価

場所を提供しながら、

）

手
ある地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）を

谷

運 遊びや歌などのプロ

市

グラムを実施する。
営

事

することで、保護者の

務

子育てに対する不安 日

事

時　毎週火・水・木曜

業

日　
感の緩和及び地域

評

の子育て力の充実を図

価

る。 　　　9時～14

シ

時30分
場所　東刈谷

ー

市民センター

位
置
づ
け

ト

関連計画 刈谷市子ども

（

・子育て支援事業計画

様

根拠法令 児童福祉法

対

式

象者 主に未就園児及び

１

その保護者 事業期間 平

）

成２３年度 ～

実施方法

会

□直営　■委託　□指

計

定管理　□補助・助成

名

　□その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事

部

　
業
　
実
　
績

２７年度

一

実績 ２８年度実績 ２９

般

年度実績 ３０年度計画

会

地域子育て支援拠点事

計

業（一 地域子育て支援

の

拠点事業（一 地域子育

び

て支援拠点事業（一 地

の

域子育て支援拠点事業

び

（一
般型）の実施 般型

広

）の実施 般型）の実施

場

般型）の実施

　開設時

運

間中の自由な時間に、

営

未就園児と保護者が気

委

軽に利用できる場所を

託

提供することができた

事

。あわせて児童館の利

業

成果
用が少ない、児童

担

が通学・通園している

当

時間の有効活用ができ

課

た。

　0歳から18歳

子

までの児童が利用でき

育

るという児童館の環境

て

を活かし、夏休み期間

支

などの長期休業中には

援

、子育て広場の

年齢対

課

象外となる児童との交

款

流等をとり入れること

項

により、世代の枠を越

目

えた事業を検討する。

担

課題

指標名称（単位）

当

実績値 目標値

２７年度

係

２８年度 ２９年度 ３０

子

年度 ３２年度

成果 利用



育て支

Ｃ
　
事
　
業
　
コ

援

　
ス
　
ト

単位：千円
２

係

７年度 ２８年度 ２９年

3

度 ３０年度 ２９年度

（

2

決算） （決算） （決算

2

） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,303 2,337 2,551 2,729 合計 2,550,796 円
賃金 2,227,650 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 旅費 3,400 円
需用費 99,746 円

一般財源 2,303 2,337 2,551 2,729 委託料 215,000 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 6,111 3,908 3,955 3,978 交付金 5,000 円

総事業費（①＋②） 8,414 6,245 6,506 6,707

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

９

援

目
　
　
　
的

　心身障

年

害児に健常児との出会

度

いとふれあい

主
た
る
内

評

容

　小学生以下の心身

価

障害児及び就学前の乳

）

幼
の機会を提供し、お

刈

もちゃを通して、生活

谷

を 児を対象に、おもち

市

ゃの紹介及び貸し出し

事

を
楽しくより豊なもの

務

にする。　　 行う。
 

事

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

業

市子ども・子育て支援

評

事業計画

根拠法令 おも

価

ちゃライブラリー設置

シ

要綱

対象者 小学生以下

ー

の心身障害児、就学前

ト

の乳幼児 事業期間 平成

（

２年度 ～

実施方法 ■直

様

営　■委託　□指定管

式

理　□補助・助成　□

１

その他

）

会計名 担当部 次

Ｂ
　
事
　
業

世

　
実
　
績

２７年度実績

代

２８年度実績 ２９年度

育

実績 ３０年度計画

おも

成

ちゃライブラリーの運

部

営 おもちゃライブラリ

一

ーの運営 おもちゃライ

般

ブラリーの運営 おもち

会

ゃライブラリーの運営

計

　障害の有無に関係な

お

く、子どもたちの生活

も

を楽しく豊かなものに

ち

するため、おもちゃを

ゃ

通してふれあいの場所

ラ

を提供し

成果
た。

　障

イ

害児と健常児がおもち

ブ

ゃを通してふれあう機

ラ

会を増やすための検討

リ

が必要である。

課題

指

ー

標名称（単位）
実績値

事

目標値

２７年度 ２８年

業

度 ２９年度 ３０年度 ３

担

２年度

成果 おもちゃラ

当

イブラリー入場者数（

課

人） 23,157 25

子

,019 22,357

育

25,500 26,0

て

00
指標
成果 おもちゃ

支

貸出件数（件） 6,6

援

42 7,466 7,5

課

72 7,500 7,8

款

00
指標

他市との
比較

項

検証

目 担当係 子



目

成果 利用者数（人） 3

担

,909 4,217 4

当

,630 4,600 4

係

,700
指標

指標

他市

子

との
比較検証

育て支援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 503 571 522 744 合計 522,423 円
需用費 271,986 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 役務費 126,114 円
委託料 103,112 円

一般財源 503 571 522 744 使用料及び賃借料 21,211 円

職員人件費　② 407 742 853 858

総事業費（①＋②） 910 1,313 1,375 1,602

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

年

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

度

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

（

要

総合計画
分野 福祉安

平

全

基本施策 次世代育成

成

・子育て支援
施策体系

２

施策の内容 地域におけ

９

る子育て支援

目
　
　
　

年

的

　子育て広場、子育

度

てサークルへの貸館、

評

病

主
た
る
内
容

○地域子

価

育て支援拠点事業（一

）

般型）を週3回
児・病

刈

後児保育を実施するた

谷

め、かりがね子 　開催

市

育て支援センターの管

事

理・運営を行う。 ○子

務

育てサークルへの貸館

事

○病児・病後児保育事

業

業の実施

位
置
づ
け

関連

評

計画 刈谷市子ども・子

価

育て支援事業計画

根拠

シ

法令 児童福祉法　刈谷

ー

市子育て支援センター

ト

条例

対象者 主に未就園

（

児及びその保護者 事業

様

期間 平成２４年度 ～

実

式

施方法 ■直営　□委託

１

　□指定管理　□補助

）

・助成　□その他

会計名 担当部 次世代

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

育

７年度実績 ２８年度実

成

績 ２９年度実績 ３０年

部

度計画

かりがね子育て

一

支援センター かりがね

般

子育て支援センター か

会

りがね子育て支援セン

計

ター かりがね子育て支

か

援センター
の運営 の運

り

営 の運営 の運営
・子育

が

て広場「きらきら広 ・

ね

子育て広場「きらきら

子

広 ・子育て広場「きら

育

きら広 ・子育て広場「

て

きらきら広
　場」 　場

支

」 　場」 　場」
・子育

援

てサークルへの貸館 ・

セ

子育てサークルへの貸

ン

館 ・子育てサークルへ

タ

の貸館 ・子育てサーク

ー

ルへの貸館
・病児・病

運

後児保育の実施 ・病児

営

・病後児保育の実施 ・

事

病児・病後児保育の実

業

施 ・病児・病後児保育

担

の実施

　各事業を実施

当

し、子育て支援の複合

課

施設としての役割を担

子

った。

成果

　施設のさ

育

らなる有効活用のため

て

、貸館の実施日数を増

支

やすための検討が必要

援

である。

課題

指標名称

課

（単位）
実績値 目標値

款

２７年度 ２８年度 ２９

項

年度 ３０年度 ３２年度



用者数（人） 12 8 12 14 16
指標

指標

他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 67 191 108 180 合計 108,150 円
負担金、補助及び

財
　
源

特定財源 44 128 72 120 交付金 108,150 円

一般財源 23 63 36 60

職員人件費　② 1,183 860 465 546

総事業費（①＋②） 1,250 1,051 573 726

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

ファミリーサポートセンター利用者補助事

業

平成３０

Ｐ
　
　

年

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

度

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

（

　
概
　
要

総合計画
分野

平

福祉安全

基本施策 次世

成

代育成・子育て支援
施

２

策体系
施策の内容 地域

９

における子育て支援

目

年

　
　
　
的

  低所得者

度

世帯、ひとり親家庭及

評

び病児を預

主
た
る
内
容

価

　生活保護世帯、市民

）

税非課税世帯、児童扶

刈

かる活動の利用料を一

谷

部助成することで、経

市

養手当受給世帯、病児

事

・病後児を対象とした

務

済的負担を軽減し、フ

事

ァミリーサポートセン

業

援助活動に対して1時

評

間あたり300円を補

価

助す
ター援助活動の利

シ

用促進に結びつく環境

ー

を整 る｡
えるとともに

ト

、病児・病後児保育の

（

体制強化
を図る。

位
置

様

づ
け

関連計画 刈谷市子

式

ども・子育て支援事業

１

計画

根拠法令 かりやし

）

ファミリーサポートセ

会

ンター利用補助金交付

計

要綱

対象者 市民 事業期

名

間 平成２４年度 ～

実施

担

方法 ■直営　□委託　

当

□指定管理　■補助・

部

助成　□その他

次世代育成部

一般

Ｂ

会

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

計

年度実績 ２８年度実績

担

２９年度実績 ３０年度

当

計画

補助制度の実施 補

課

助制度の実施 補助制度

子

の実施 ○補助制度の実

育

施
利用者数　 12名

て

利用者数　  8名 利

支

用者数　 12名 ○補

援

助対象者への周知
活動

課

件数　129件 活動件

款

数  332件 活動件

項

数　256件

　低所得

目

者世帯、ひとり親家庭

担

及び病児を預かる活動

当

の利用料を一部助成し

係

経済的負担を軽減する

子

ことで、ファミリーサ

育

成果
ポートセンター援

て

助活動の利用促進に結

支

びつけることができた

援

。

　補助金制度の利用

係

者数がまだ少ないため

3

、補助対象者への積極

2

的な周知を図る必要が

2

ある。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 補助金制度利用の利



育て支援係

3 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

2

ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,613 2,683 2,936 3,081 合計 2,935,880 円
役務費 7,560 円

財
　
源

特定財源 2,388 2,482 2,522 2,532 委託料 2,920,320 円
負担金、補助及び

一般財源 225 201 414 549 交付金 8,000 円

職員人件費　② 642 821 698 624

総事業費（①＋②） 3,255 3,504 3,634 3,705

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

９

援

目
　
　
　
的

　乳幼児

年

及び保護者が相互に交

度

流を行う場で

主
た
る
内

評

容

　親子で自由に遊ぶ

価

場所を提供しながら、

）

手
ある地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）を

谷

運 遊びや歌などのプロ

市

グラムを実施する。
営

事

することで、保護者の

務

子育てに対する不安 日

事

時　毎週水・木・金曜

業

日　
感の緩和及び地域

評

の子育て力の充実を図

価

る。 　　　10時～1

シ

6時
場所　かりがね子

ー

育て支援センター

位
置

ト

づ
け

関連計画 刈谷市子

（

ども・子育て支援事業

様

計画

根拠法令 児童福祉

式

法

対象者 主に未就園児

１

及びその保護者 事業期

）

間 平成２４年度 ～

実施

会

方法 □直営　■委託　

計

□指定管理　□補助・

名

助成　□その他

担当部 次世代育成

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

一

年度実績 ２８年度実績

般

２９年度実績 ３０年度

会

計画

地域子育て支援拠

計

点事業（一 地域子育て

き

支援拠点事業（一 地域

ら

子育て支援拠点事業（

き

一 地域子育て支援拠点

ら

事業（一
般型）の実施

広

般型）の実施 般型）の

場

実施 般型）の実施

　開

運

設時間中の自由な時間

営

に、未就園児と保護者

委

が気軽に利用できる場

託

所を提供することがで

事

きた。

成果

　潜在的に

業

支援が必要であると思

担

われる親子のケアに携

当

わるなど、地域に密着

課

した子育て支援拠点で

子

あるという性質を活

か

育

した事業を推進するこ

て

とが望ましい。
課題

指

支

標名称（単位）
実績値

援

目標値

２７年度 ２８年

課

度 ２９年度 ３０年度 ３

款

２年度

成果 利用者数（

項

人） 3,737 3,9

目

99 4,380 4,4

担

00 4,500
指標

指

当

標

他市との
比較検証

係 子



育

46 6,324 6,5

て

00 7,000
指標

指

支

標

他市との
比較検証

援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,542 2,666 2,948 3,062 合計 2,948,340 円
役務費 8,940 円

財
　
源

特定財源 2,388 2,482 2,522 2,532 委託料 2,931,400 円
負担金、補助及び

一般財源 154 184 426 530 交付金 8,000 円

職員人件費　② 642 821 698 624

総事業費（①＋②） 3,184 3,487 3,646 3,686

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

地域における子育て支

９

援

目
　
　
　
的

　乳幼児

年

及び保護者が相互に交

度

流を行う場で

主
た
る
内

評

容

　親子で自由に遊ぶ

価

場所を提供しながら、

）

手
ある地域子育て支援

刈

拠点事業（一般型）を

谷

運 遊びや歌などのプロ

市

グラムを実施する。
営

事

することで、保護者の

務

子育てに対する不安 日

事

時　毎週火・水・木曜

業

日
感の緩和及び地域の

評

子育て力の充実を図る

価

。 　　　9時～14時

シ

30分
場所　北部市民

ー

センター

位
置
づ
け

関連

ト

計画 刈谷市子ども・子

（

育て支援事業計画

根拠

様

法令 児童福祉法

対象者

式

主に未就園児及びその

１

保護者 事業期間 平成２

）

５年度 ～

実施方法 □直

会

営　■委託　□指定管

計

理　□補助・助成　□

名

その他

担当部 次世代育成

Ｂ
　
事
　
業

部

　
実
　
績

２７年度実績

一

２８年度実績 ２９年度

般

実績 ３０年度計画

地域

会

子育て支援拠点事業（

計

一 地域子育て支援拠点

わ

事業（一 地域子育て支

く

援拠点事業（一 地域子

わ

育て支援拠点事業（一

く

般型）の実施 般型）の

広

実施 般型）の実施 般型

場

）の実施

　国道1号以

運

北で唯一の子育て支援

営

拠点となる子育て広場

委

を開設することで、北

託

部地域の未就園児と保

事

護者が気軽に集う

成果

業

ことができる場所を提

担

供することができた。

当

　0歳から18歳まで

課

の児童が利用できると

子

いう児童館の環境を活

育

かし、夏休み期間など

て

の長期休業中には、子

支

育て広場の

対象年齢外

援

となる児童との交流を

課

とり入れることにより

款

、世代の枠を越えた事

項

業を検討する。
課題

指

目

標名称（単位）
実績値

担

目標値

２７年度 ２８年

当

度 ２９年度 ３０年度 ３

係

２年度

成果 利用者数（

子

人） 4,079 4,8



当係 子育て

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　

支

ス
　
ト

単位：千円
２７

援

年度 ２８年度 ２９年度

係

３０年度 ２９年度

（決

3

算） （決算） （決算）

2

（予算） 事業費内訳

事

2

業費　① 6,383 1,574 824 10,330 合計 824,040 円
需用費 68,040 円

財
　
源

特定財源 0 312 0 0 工事請負費 756,000 円

一般財源 6,383 1,262 824 10,330

職員人件費　② 525 703 853 858

総事業費（①＋②） 6,908 2,277 1,677 11,188

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３０

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　

年

　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　
∨

度

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

総

（

合計画
分野 福祉安全

基

平

本施策 次世代育成・子

成

育て支援
施策体系

施策

２

の内容 地域における子

９

育て支援

目
　
　
　
的

　

年

施設の改修により、子

度

育て支援センター利

主

評

た
る
内
容

　子育て支援

価

センターの安全性、利

）

便性向上
用者が、より

刈

安全で快適に施設を利

谷

用できる のための修繕

市

の実施。
ようにする。

事

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

務

市子ども・子育て支援

事

事業計画

根拠法令 児童

業

福祉法　刈谷市子育て

評

支援センター条例

対象

価

者 主に未就園児及びそ

シ

の保護者 事業期間 ～

実

ー

施方法 ■直営　■委託

ト

　□指定管理　□補助

（

・助成　□その他

様式１）

会計名 担当

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

２

部

７年度実績 ２８年度実

次

績 ２９年度実績 ３０年

世

度計画

　南北子育て支

代

援センターの 　南北子

育

育て支援センターの 　

成

南北子育て支援センタ

部

ーの 　南北子育て支援

一

センターの
補修工事を

般

行うことにより、 補修

会

工事を行うことにより

計

、 補修工事を行うこと

子

により、 補修工事を行

育

うことにより。
施設サ

て

ービスの充実を図った

支

｡施設サービスの充実

援

を図った｡施設サービ

セ

スの充実を図る。 施設

ン

サービスの充実を図る

タ

。

　南部子育て支援セ

ー

ンターのエレベーター

施

バッテリー交換等によ

設

り、利用者の安全性確

改

保に繋がった。

成果

　

修

利用者の安全性確保の

事

ため、南北子育て支援

業

センターの老朽化等に

担

よる改修、補修を行う

当

必要がある一方、限ら

課

れた予

算で必要な修繕

子

を計画的に行う必要が

育

ある。
課題

指標名称（

て

単位）
実績値 目標値

２

支

７年度 ２８年度 ２９年

援

度 ３０年度 ３２年度

指

課

標

指標

他市との
比較検

款

証

項 目 担



援係

3

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　

2

ト

単位：千円
２７年度

2

２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 2,838 2,811 2,684 4,520 合計 2,683,900 円
報償費 2,663,900 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 20,000 円

一般財源 2,838 2,811 2,684 4,520

職員人件費　② 1,575 1,172 1,008 1,170

総事業費（①＋②） 4,413 3,983 3,692 5,690

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

０

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

２

が健やかに育つ環境づ

９

くり

目
　
　
　
的

　子育

年

て中の親が、生涯学習

度

や文化活動に参

主
た
る

評

内
容

　講演会、講習会

価

等開催時に会議室等で

）

臨時
加できる環境を整

刈

える。 保育室「カンガ

谷

ルールーム」を設置し

市

、託児
サポーター「マ

事

マハウス」が保育を行

務

う。

位
置
づ
け

関連計画

事

刈谷市子ども・子育て

業

支援事業計画

根拠法令

評

 

対象者 子育て（未就

価

学児）中の親 事業期間

シ

平成１５年度 ～

実施方

ー

法 ■直営　□委託　□

ト

指定管理　□補助・助

（

成　□その他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　

当

事
　
業
　
実
　
績

２７年

部

度実績 ２８年度実績 ２

次

９年度実績 ３０年度計

世

画

臨時保育室「カンガ

代

ルールー 臨時保育室「

育

カンガルールー 臨時保

成

育室「カンガルールー

部

臨時保育室「カンガル

一

ールー
ム」の設置 ム」

般

の設置 ム」の設置 ム」

会

の設置

　各種講演会や

計

講習会において託児を

臨

行うことで、子育て中

時

の保護者が社会参加し

保

やすい環境を整備でき

育

た。

成果

　無料で利用

室

できる臨時保育室の利

設

用者負担について検討

置

する必要がある。

  

事

臨時保育室設置の本来

業

の目的から外れ、育児

担

からの解放手段となっ

当

ている面がある。
課題

課

　臨時保育室を設置す

子

べき事業であるか否か

育

精査する必要がある。

て

指標名称（単位）
実績

支

値 目標値

２７年度 ２８

援

年度 ２９年度 ３０年度

課

３２年度

活動 臨時保育

款

室の設置事業数（事業

項

） 106 99 108 1

目

00 120
指標

 
指標

担

 
他市との
比較検証

当係 子育て支



支援係

3 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 5,227 5,688 5,781 6,240 合計 5,780,975 円
賃金 5,540,119 円

財
　
源

特定財源 3,594 3,920 3,546 4,460 旅費 7,000 円
需用費 70,736 円

一般財源 1,633 1,768 2,235 1,780 役務費 43,120 円
委託料 120,000 円

職員人件費　② 2,585 2,110 1,396 1,404

総事業費（①＋②） 7,812 7,798 7,177 7,644

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の事業費見込 0 地域子ども・子育て支援事業
費補助金（県）

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　

０

Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　

年

計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業

度

　
概
　
要

総合計画
分野

（

福祉安全

基本施策 次世

平

代育成・子育て支援
施

成

策体系
施策の内容 子ど

２

もが健やかに育つ環境

９

づくり

目
　
　
　
的

　保

年

護者が就労、傷病等し

度

ている場合及びそ

主
た

評

る
内
容

　かりがね病児

価

ケアルームにおいて市

）

内在住
の児童が病気又

刈

は病気の回復期であり

谷

、集団 の生後6か月か

市

ら小学3年生までの子

事

どもを対
保育が困難な

務

場合に、一時的に当該

事

児童を預 象に病児・病

業

後児保育を実施する。

評

かる病児・病後児保育

価

事業を実施することに

シ

より、保護者の子育て

ー

と就労との両立を支援

ト

するとともに、児童の

（

健全な育成を図る。

位

様

置
づ
け

関連計画 刈谷市

式

子ども・子育て支援事

１

業計画

根拠法令 病児病

）

後児保育事業実施要綱

会

対象者 市内在住の生後

計

6か月から小学3年生

名

まで 事業期間 平成１９

担

年度 ～

実施方法 ■直営

当

　■委託　□指定管理

部

　□補助・助成　□そ

次

の他

世代育成部

一般会

Ｂ
　
事
　
業
　

計

実
　
績

２７年度実績 ２

病

８年度実績 ２９年度実

児

績 ３０年度計画

かりが

・

ね病児ケアルーム利用

病

かりがね病児ケアルー

後

ム利用 かりがね病児ケ

児

アルーム利用 かりがね

保

病児ケアルーム利用
人

育

数　172人 人数　2

事

18人 人数　220人

業

人数　250人

　保護

担

者ニーズは高まってき

当

ているが、そのニーズ

課

に対しても適切に対応

子

できている。

成果

　本

育

市の地域性や利用者の

て

ニーズ等を勘案し、事

支

業の拡充について検討

援

していく必要がある。

課

課題

指標名称（単位）

款

実績値 目標値

２７年度

項

２８年度 ２９年度 ３０

目

年度 ３２年度

活動 利用

担

人数（親愛の里保育園

当

含む）（人） 379 3

係

39 412 400 45

子

0
指標

指標
　

他市との

育

比較検証

て



援係

3

Ｃ
　
事

2

　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位

2

：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 931 816 804 1,342 合計 803,721 円
需用費 803,721 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 931 816 804 1,342

職員人件費　② 1,183 313 310 312

総事業費（①＋②） 2,114 1,129 1,114 1,654

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ

０

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 福

（

祉安全

基本施策 次世代

平

育成・子育て支援
施策

成

体系
施策の内容 子ども

２

が健やかに育つ環境づ

９

くり

目
　
　
　
的

　あか

年

ちゃんと保護者が、絵

度

本を介してゆっ

主
た
る

評

内
容

　すべてのあかち

価

ゃんと保護者を対象に

）

、保
くり心ふれあうひ

刈

とときをもつきっかけ

谷

をつ 健センターで実施

市

する4か月児健康診査

事

会場に
くる。 おいて、

務

絵本の読み聞かせを実

事

施する過程で
絵本を手

業

渡しながら、ブックス

評

タートの紹介
を行う。

価

位
置
づ
け

関連計画 刈谷

シ

市子ども・子育て支援

ー

事業計画

根拠法令

対象

ト

者 すべてのあかちゃん

（

と保護者 事業期間 平成

様

２３年度 ～

実施方法 ■

式

直営　□委託　□指定

１

管理　□補助・助成　

）

□その他

会計名 担当部 次世

Ｂ
　
事
　

代

業
　
実
　
績

２７年度実

育

績 ２８年度実績 ２９年

成

度実績 ３０年度計画

4

部

か月児健康診査におけ

一

る絵本4か月児健康診

般

査における絵本4か月

会

児健康診査における絵

計

本4か月児健康診査に

ブ

おける絵本
と絵本情報

ッ

誌の配付 と絵本情報誌

ク

の配付 と絵本情報誌の

ス

配付 と絵本情報誌の配

タ

付

　乳児期に絵本を配

ー

付することにより、赤

ト

ちゃんと保護者のかか

事

わりを形成するきっか

業

け作りを提案すること

担

ができた。

成果

　アン

当

ケート調査等を実施し

課

、絵本の配付が親子の

子

かかわりに寄与してい

育

る状況等を把握する必

て

要がある。

課題

指標名

支

称（単位）
実績値 目標

援

値

２７年度 ２８年度 ２

課

９年度 ３０年度 ３２年

款

度

活動 絵本の配付率（

項

％） 98.4 98.6

目

94.1 100.0 1

担

00.0
指標

指標

他市

当

との
比較検証

係 子育て支



2

組数（組） 3,396

2

3,317 2,840 3,350 3,400
指標 （遊びの広場移行者を含む）
活動 ことばの相談室利用延べ組数（組） 461 519 316 500 500
指標

  
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 8,376 8,251 11,832 18,951 合計 11,831,768 円
賃金 9,415,275 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 報償費 2,367,000 円
旅費 9,620 円

一般財源 8,376 8,251 11,832 18,951 需用費 39,873 円

職員人件費　② 20,605 21,961 21,015 15,209

総事業費（①＋②） 28,981 30,212 32,847 34,160

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0

３１年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

０

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

年

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

度

総合計画
分野 福祉安全

（

基本施策 次世代育成・

平

子育て支援
施策体系

施

成

策の内容 子どもが健や

２

かに育つ環境づくり

目

９

　
　
　
的

　心身等の発

年

達について心配のある

度

児童及び

主
た
る
内
容

○

評

ラッコちゃんルーム
そ

価

の保護者が共に参加す

）

る集団療育等により,

刈

　発達について心配の

谷

ある幼児を対象に、遊

市

基本的な生活習慣の基

事

礎づくりを行うととも

務

　びを通して、相談支

事

援を行う。
に、親子関

業

係等の充実を図る。 ○

評

ことばの相談室
　こと

価

ばについて心配のある

シ

幼児を対象に、
　グル

ー

ープ指導または個別指

ト

導を行う。

位
置
づ
け

関

（

連計画 刈谷市子ども・

様

子育て支援事業計画

根

式

拠法令 刈谷市早期療育

１

事業実施要領

対象者 主

）

たる内容欄参照 事業期

会

間 昭和５７年度 ～

実施

計

方法 ■直営　□委託　

名

□指定管理　□補助・

担

助成　□その他

当部 次世代育成部

Ｂ

一

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

般

年度実績 ２８年度実績

会

２９年度実績 ３０年度

計

計画

・ラッコちゃんル

早

ームの実施 ・ラッコち

期

ゃんルームの実施 ・ラ

療

ッコちゃんルームの実

育

施 ・ラッコちゃんルー

事

ムの実施
・ことばの相

業

談室の実施 ・ことばの

担

相談室の実施 ・ことば

当

の相談室の実施 ・こと

課

ばの相談室の実施

　子

子

育てコンシェルジュの

育

ネットワーク会議等で

て

幼稚園や保育園にＰＲ

支

し、早めの支援につな

援

がった。

成果
　2歳児

課

クラスのラッコちゃん

款

ルーム参加者に対し、

項

就園を意識し、小集団

目

で行う別事業の参加へ

担

つなげた。

　療育の質

当

を維持しながら、人数

係

増加に対応できる部屋

子

の確保や運営方法の検

育

討が必要である。

　
課

て

題

指標名称（単位）
実

支

績値 目標値

２７年度 ２

援

８年度 ２９年度 ３０年

係

度 ３２年度

活動 ラッコ

3

ちゃんルーム利用延べ



育

例検討会開催

　育児に

て

対し不安を感じている

支

母親のところへ訪問し

援

、傾聴することで育児

係

に対する不安を和らげ

3

るとともに、子育て支

2

成果
援センター等支援

2

施設の情報を提供した。

　育児ママ訪問サポートの認知度を上げるとともに、積極的な利用勧奨を行い、利用者の増加を図ることが求められる。

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３２年度

活動 年度内訪問回数（回） 196 151 209 200 230
指標

指標
　　　　　　　　　碧南市　安城市　西尾市　知立市　刈谷市

他市との 事業実施の有無　　　無　　　無　　　無　　　無　　　有
比較検証 ※愛知県内でも珍しく、実施しているのは知多市と刈谷市のみ。

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ２９年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 676 571 771 1,878 合計 771,352 円
報償費 547,000 円

財
　
源

特定財源 424 380 504 960 需用費 19,531 円
役務費 204,821 円

一般財源 252 191 267 918

職員人件費　② 4,121 4,845 3,179 2,418

総事業費（①＋②） 4,797 5,416 3,950 4,296

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称

２９年度までの累積事業費 0 子ども・子育て支援交付金（
国）

３１年度以降の

Ｄ

事業費見込 0 地域子ど

　

も・子育て支援事業
費

　

補助金（県）

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ

０

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 福祉安全

基本施策

平

次世代育成・子育て支

成

援
施策体系

施策の内容

２

子どもが健やかに育つ

９

環境づくり

目
　
　
　
的

年

　子育てにおける母親

度

の孤立を防ぐため、支

評

主
た
る
内
容

　乳幼児を

価

育てている母親を対象

）

に、専門の
援を希望す

刈

る家庭に訪問員が出向

谷

いて、「傾 研修を受け

市

たサポーターが家庭を

事

訪問し、子
聴」や「協

務

働」の活動を通じて、

事

母親が心の 育てに関す

業

る相談に乗ったり、一

評

緒に育児や
安定を確保

価

し、子育て支援センタ

シ

ーの活動や 家事を行う

ー

ことで、母親の心の安

ト

定を図り、
地域の子育

（

て支援活動等につなげ

様

ていくこと 社会へ踏み

式

出すきっかけをつくる

１

。
により、子どもの健

）

やかな成長を図る。 

会

  訪問　週1回2時

計

間(上限8回)
　利用

名

者負担　無料

位
置
づ
け

担

関連計画 刈谷市子ども

当

・子育て支援事業計画

部

根拠法令 刈谷市育児マ

次

マ訪問サポート事業実

世

施要綱 

対象者 未就学

代

児を養育している母親

育

事業期間 平成２４年度

成

～

実施方法 ■直営　□

部

委託　□指定管理　□

一

補助・助成　□その他

般会計
育児ママ訪問

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　

サ

績

２７年度実績 ２８年

ポ

度実績 ２９年度実績 ３

ー

０年度計画

・サポート

ト

依頼者に対し訪問 ・サ

事

ポート依頼者に対し訪

業

問 ・サポート依頼者に

担

対し訪問 ・サポート依

当

頼者に対し訪問
　員を

課

派遣 　員を派遣 　員を

子

派遣 　員を派遣
・サポ

育

ーター養成 ・サポータ

て

ーフォローアップ ・サ

支

ポーター養成 ・サポー

援

ター養成
・サポーター

課

交流会開催 ・サポータ

款

ー交流会開催 ・サポー

項

ター交流会開催 ・サポ

目

ーター交流会開催
・サ

担

ポート事例検討会開催

当

・サポート事例検討会

係

開催 ・サポート事例検

子

討会開催 ・サポート事



て支

Ｃ

援

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

係

単位：千円
２７年度 ２

3

８年度 ２９年度 ３０年

2

度 ２９年度

（決算） （

1

決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 35,735 33,400 34,921 43,335 合計 34,920,692 円
賃金 17,705,857 円

財
　
源

特定財源 32,648 33,400 34,921 43,335 報償費 1,725,000 円
旅費 65,500 円

一般財源 3,087 0 0 0 需用費 2,309,203 円
役務費 546,302 円

職員人件費　② 2,507 37,669 36,291 43,521 委託料 2,613,600 円
使用料及び賃借料 197,256 円

総事業費（①＋②） 38,242 71,069 71,212 86,856 負担金、補助及び
交付金 9,712,874 円

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２９年度特定財源名称 公課費 45,100 円

２９年度までの累積事業費 0 障害児施設使用料
児童福祉事業費寄附金

３１年度以降の事業費見込 0 障害児施設給付費
給食費徴収金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　

０

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 福祉安全

基本施策 障

平

害児・者福祉
施策体系

成

施策の内容 障害福祉サ

２

ービスの充実

目
　
　
　

９

的

　しげはら園におい

年

て発達に遅れのある就

度

学

主
た
る
内
容

　児童発

評

達支援センター「しげ

価

はら園」の管
前の児童

）

を受け入れ、個々の状

刈

態に応じた療 理運営を

谷

行う。
育を実施し、家

市

庭との相互協力のもと

事

に、心
身の発達を促し

務

ていく。

位
置
づ
け

関連

事

計画 刈谷市子ども・子

業

育て支援事業計画

根拠

評

法令 児童福祉法

対象者

価

知的障害児及び発達に

シ

心配のある児童 事業期

ー

間 昭和４４年度 ～

実施

ト

方法 ■直営　□委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

２７

次

年度実績 ２８年度実績

世

２９年度実績 ３０年度

代

計画

・児童発達支援の

育

実施 ・児童発達支援の

成

実施 ・児童発達支援の

部

実施 ・児童発達支援の

一

実施
・保育所等訪問支

般

援の実施 ・保育所等訪

会

問支援の実施 ・保育所

計

等訪問支援の実施 ・保

し

育所等訪問支援の実施

げ

・施設の管理運営 ・施

は

設の管理運営 ・施設の

ら

管理運営 ・施設の管理

園

運営

　児童発達支援セ

管

ンターとして適切に事

理

業を遂行することがで

運

きた。

成果

　児童発達

営

支援センターとして、

事

保育所等訪問支援の充

業

実等さらなる機能整備

担

が必要である。

課題

指

当

標名称（単位）
実績値

課

目標値

２７年度 ２８年

子

度 ２９年度 ３０年度 ３

育

２年度

活動 保護者向け

て

研修会、個別相談会等

支

の開催（回） 5 6 22

援

20 24
指標
活動 保育

課

所等訪問支援（回） 1

款

8 14 2 16 18
指標

項

他市との
比較検証

目 担当係 子育


